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（評価書の要旨） 

テーマ名 河川環境改善のための水利調整 

－取水による水無川の改善－ 

担当部局 河川局 

評価の目的、

必要性 
 社会の発展と共に河川への関心も変化しており、近年は、国民の自然環境あるいは

生活環境に関する関心が高まってきており、発電の取水による水枯れの発生、水環境

の悪化が各地で社会問題化するなど、水量豊かな河川の回復を求められている区間が

多数存在している。 

 このような状況の中、「発電ガイドライン」合意後、既に十数年経過し、河川維持

流量の放流実績も積み上がってきたことから「発電ガイドライン」による清流復活の

効果、地元の評価を検証する必要がある。 

対象政策 発電ガイドラインによる河川維持流量の放流。 

政策の目的 古来より河川は生命の源となる豊かな水を流下させ、多くの生物や人間の営みに多

大に寄与してきた。 
一方、近年の近代化と発展により、電気、水道，工業用水などの需要の増大に伴い，

河川のなかに多くのダムが建設されてきた。 
このうち、特に発電用のダムについては，ダム取水地点において、河川水の全部又

は大部分を取水し、下流の発電所まで同水路により河川をバイパスして送水するた

め、取水地点から発電所地点までの河川区間に全く水の無い状態（水無し川）が発生

しており、それらの区間については、本来の河川の持つ豊かな環境が失われてきてい

た。 

このような状況に鑑み、河川管理者である国土交通省は、河川環境の回復を目指し、

経済産業省と協議・調整を図り、昭和６３年６月１５日に「発電ガイドライン」を両

省で合意した。 
これは、ある一定の条件に該当する発電所について、各発電所における発電水利権

の期間更新時において、発電用ダム等から一定の流量を新たに下流河川に流させる措

置を行うことにしたものである。 
本来、水無し川に豊かな水の流れを回復させることは、取水地点で全部又は大部分の

河川水を取水し、下流河川に水がない状態を引き起こしている全ての河川において行

うべきであるが、水力発電がＣＯ２を排出しないクリーンエネルギーであること等、

エネルギー政策の重要な位置付けを占めていることから、当面、著しく河川環境の悪

化している区間を限定して実施することとしてきたものである。 

評価の視点  水利権の期間更新時に実施してきた河川維持流量の放流について 

・ 河川維持流量の放流地域でどのように評価されているか。 
・ 河川維持流量の放流で河川環境にどのような影響を与えたか。 

評価手法  以下の手法で評価を実施した。 

・ 発電ガイドラインにより河川維持流量を確保した発電所において、河川管理者

と地元自治体（市町村長など）にアンケート調査を行い、維持流量決定項目の

抽出及び河川維持流量の放流による改善効果の把握・分析を行った。 
モデルダムとして３ダムを抽出し、現地調査を実施して、河川維持流量放流後

の河川環境の改善効果を把握・分析した。 

評価結果 ①河川維持流量放流の放流量の決定においては、特に動植物、景観が決定根拠となっ

ていることが多い。 
②アンケート結果から、河川維持流量を新たに放流することにより「改善された」、「少

し改善された」という評価が「河川管理者」及び「地元自治体」からの回答の半数
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以上に上り、本政策に関する良好な評価結果が得られた。 
③モデルダムにおける調査においては、調査を行った３ダムともに多様な魚類相が確

認され、魚類にとっての物理環境や景観環境の改善効果が確認できた。 
 また、アンケート結果においても、改善されたとの評価を受けているなか、「アユ

の放流が始まった。」というような効果も示されている。 
④河川管理者と地元自治体では、改善効果の評価に若干異なる傾向が見られた。 

⑤極めて少数ではあるが、河川維持流量の放流を行うことにより「河川水の冷水化」

や「濁水の長期化」が生じ河川環境が悪化したという意見があったが、河川維持流

量の放流自体については継続の要望意見であった。 

政策への反映

の方向 

①適正な河川維持流量の設定 

  河川維持流量の設定については、引き続き河川や地域の事情を十分に把握して適

正な流量を定めていく。 

②無水区間解消の促進 
河川維持流量の放流により河川環境が改善されたとされる意見が多かったこと

から、引き続きガイドライン該当発電所において、水利権更新にあわせて河川維

持流量の放流が行われるよう努めていく。 

また、それ以外の発電所においても、地域自治体と発電事業者の合意により河川

維持流量の放流に関する要望がある場合等においては、できるだけ、協議会の設

置などにより検討が行われ、河川維持流量の放流について発電事業者の理解と協

力が得られるよう努めていく。 

③流況の改善を目指した放流パターンの検討 
 一定量の放流では、河川に撹乱が起こらず、生物の多様性を阻害している一因と

なっているという指摘もある。可能であれば、流況の改善を図るために、最近の

事例にも見られるような、季節により放流量を増減させたり、フラッシュ放流を

実施したりする等の放流方法の検討にも努めていく。 

④事前調査の実施 
  放流による改善効果を効果的に把握するためには、代表的な河川において、放流

前の河川の物理環境や生物の生育・生息状況についても十分調査・把握し、定量

的に河川維持放流量の改善効果を評価できるよう努めていく。 

第三者の知見

活用 

有識者等からなる既存の「発電放流量研究会」を３回開催し、意見を聴取 

研究会の委員は以下のとおり。また、議事概要は、参考資料集に記載。 
（委 員） 

 池淵 周一（京都大学防災研究所 水資源研究センター長 教授） 

 木村 清朗（元九州大学教授） 

 尾澤 卓思（独立行政法人土木研究所水循環グループ河川生態チーム上席研究員） 

 鈴木 幸一（愛媛大学工学部 工学部長 環境建設工学科 教授） 

 角  哲也（京都大学大学院工学研究科土木工学専攻 助教授） 

 田中 正明（四日市市大学環境情報学部 教授） 

 谷田 一三（大阪府立大学総合科学部自然環境科学科 教授） 

水野 信彦（愛媛大学名誉教授） 

・評価書の作成にあたり、国土交通省政策評価会から意見を聴取（議事概要及び議事

録は国土交通省ホームページに掲載）。 

実施時期 平成１３年度～平成１４年度 
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第１章 プログラム評価の対象と枠組み   

 

１－１ プログラム評価のテーマ  
・国土交通省政策評価基本計画において次のテーマを設定 

『河川環境改善のための水利調整 ～取水による水無川の改善～』 

 
１－２ プログラム評価の対象範囲と評価の視点  
１）テーマに即した目的、政策目標 

（目 的） 

・我が国の 20 世紀初頭以降の経済発展は、工業生産の飛躍的な増大に大きく依存してきた

が、その電力需要はダム等による水力発電によって賄われてきた（水利権が許可されて

いる一級水系の１，５５１発電所のうち、５０年前以上に許可された発電所は、８１６

発電所（約５割）にのぼる）。水力発電は、建設当時の発電優先の社会的背景から、効率的

な水利用を図るため、発電ダム取水地点において河川水の全部又は大部分を取水し、下流の

発電所まで導水路により河川をバイパスして送水しており、取水地点から発電所放水口地点

までの河川区間は、極めて水の少ない状態（水無川）となっていた。 

・こうした状況に対し、近年の河川環境に関する国民意識の変化に伴って、ダム直下河川

における清流やせせらぎの回復を求める国民の声が高まってきており、昭和６３年７月に

河川管理者である国土交通省（旧建設省）は、河川環境の回復をめざし、経済産業省（旧通

商産業省）と協議・調整を図り、「発電水利権の期間更新時における河川維持流量の確保につ

いて（以下、発電ガイドラインと呼ぶ）」を両省で合意した。 

・「発電ガイドライン」は、発電事業者に発電用ダム等から一定の河川維持流量を下流河川に流

す措置を行うもので、国産のクリーンエネルギーとしての水力発電の重要性も踏まえつつ、

河川環境として、最低限必要な河川流量の確保を、各発電所の水利権更新の時期にあわせて

行っていくものである（この措置は発電事業者の協力によるものであり、この措置によって

生じる減電に対して補償は行っていない）。 

・なお、水利権の許可期間は、上水道、工業用水及び他の水利権は１０年であるのに対し、水

力発電は３０年としていたところであるが、河川環境等の改善等公益上の見地から一定の期

間ごとに河川水の利用のあり方について再検討する必要が高まっており、このため平成１４

年度から当初許可から一定期間を経過しているものなどについて、許可期間を短縮すること

としている。 

・平成９年に河川法改正し、治水利水に加え環境を河川行政の目的に加えて、地域ごとの自然

環境豊かな河川の整備を進めている。この流れの中で、発電ガイドラインなどによる河川環

境改善は、今後一層重要な施策となると考えられるが、これまでの取り組みが地域に評価さ

れ、効果を上げているかなど今回政策評価を行い、今後の取り組み方針に活かしてゆくもの

である。 
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（政策目標） 

・発電ダム下流河川における河川の流量を回復し、生物の生育・生息状況、水質、景観の改善

を図り、地域に相応しい河川環境づくりを図ること。 

 

２）対象範囲 

・平成 11年度までに全国（１級河川）で水利権の更新を迎えた 267 箇所の水力発電所。 

 

３）プログラム評価の視点 

水利権更新時に実施してきた維持流量の放流について 

 ・維持流量の放流地域でどのように評価されているか。 

 ・維持流量の放流で河川環境にどのような影響を与えたか。 

 について評価する。 

 

４）評価体制 

 

主 体：河川局 河川環境課 流水管理室 

なお、評価にあたって、既存の「発電放流量研究会」の先生からご意見をお聞きした。 

 
委員会名：発電放流量研究会 
池淵 周一（京都大学防災研究所 水資源研究センター長 教授） 

 木村 清朗（元九州大学教授） 

 尾澤 卓思（独立行政法人土木研究所水循環グループ河川生態チーム上席研究員） 

 鈴木 幸一（愛媛大学工学部 工学部長 環境建設工学科 教授） 

 角  哲也（京都大学大学院工学研究科土木工学専攻 助教授） 

 田中 正明（四日市市大学環境情報学部 教授） 

 谷田 一三（大阪府立大学総合科学部自然環境科学科 教授） 

 水野 信彦（愛媛大学名誉教授） 
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第２章 発電ガイドラインの実施状況   

２－１ 発電ガイドライン  
 建設省、通商産業省の合意に基づいて、昭和 63 年に以下の通知を各地方建設局に行い、

以降、該当発電所の水利権更新にあわせて河川維持流量の放流を行なっている。 

 

発電水利権の期間更新時における河川維持流量の確保について 

                                  昭和 63 年 7 月 14 日 

                                  建設省河政発第63号 

                                  建設省河開発第80号 

 

北 海 道 開 発 局 建 設 部 長
建設省河川局水政課長から 地 方 建 設 局 河 川 部 長
建設省河川局開発課長 沖縄総合事務局開発建設部長

都 道 府 県 土 木 部 長  

 

発電水利使用については、従来より、必要な河川維持流量の確保が図られるように努めてき

たところであるが、このたび、既許可に基づく発電水利使用であって、現在の許可に係る水利

使用規則又は命令書において、発電取水口若しくは発電ダムから下流の河川維持流量に関する

定めがないもの又は河川維持流量が著しく不十分であるものについては、下記により、当該水

利権の期間更新時に、河川維持流量を確保するための取水制限流量等の具体的数値を水利使用

規則に記載することとしたので、貴職におかれては、遺憾のないようにされたい。 

なお、通商産業省においても、このことについては、水利権を有する電気事業者及び家用電

気工作物設置者をこの旨指導することとしているので、念のため申し添える。 

記 

一．河川維持流量の設定又は変更を行う発電水利使用 

  発電水利権の期間更新時における河川維持流量の設定又は変更は、河川管理上の支障の著 

 しい発電水利使用等について行うものとする。 

 

二．河川維持流量の検討方法 

  河川維持流量の大きさは、河川管理者において、水面幅、水深、沿川の状況、減水区間の 

水質、動植物の生態等への影響等を総合的に勘定して決定するものとする。ただし、既許可 

の発電水利使用の見直しとなること等にかんがみ、当該発電所の発電電力量等への影響等に 

ついて十分配慮するものとする。 

 

三．河川維持流量の確保の方法 

 河川維持流量の確保については、水利使用規則に取水制限、貯留制限等の条項を定めるこ 

とにより行うものとする。 

あて 
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発電水利権の期間更新時における河川維持流量の確保について 

                                                              昭和 63 年 7 月 14 日 

                                                                事   務  連   絡 

 

北 海 道開 発 局 建 設 部 建 設 行 政課 長

建 設 省 河 川 局 水 政 課 課 長 補 佐から 地 方 建 設 局 河 川 部 水 政 課 長

建設省河川局開発課建設専門官 沖縄総合事務局開発建設部建設行政課長

都 道 府 県 土 木 部 河 川 課 長 あて 

標記については、昭和 63 年 7 月 14 日付け建設省河政発第 63 号及び河開発 80 号において、水政
課長、開発課長から通達したところであるが、その運用に当たっては、当分の間、下記により行うこ
ととされたい。 

記 
一．通達記の一．について 

「河川管理上の支障の著しい発電水利使用等」とは、原則として、次の各号のいずれかに 
該当するものをいう。ただし、当該地域の状況により特別の事情が存する場合には、この 
限りでない。 
(1) 流域変更により、発電取水口又は発電ダム（法河川に存するものに限るものとし、以下「発電

取水口等」という。）の存する河川が属する水系以外の水系に分水し、又は海に直接放流する
もの。 

(2) 減水区間の延長（発電取水口等が複数存する場合には、各発電取水口等に係る減水区間の延長
の総和）が10km 以上のもので、かつ、次の用件のいづれかに該当するもの。 
① 発電取水口等における集水面積が 200km2 以上のもの。 
② 減水区間の全部又は一部が自然公園法の区域に指定されているもの。 
③ 減水区間の沿川が観光地又は集落として相当程度利用されているもの。 

(3) 減水区間の水質が環境基準を満たしていないもの。 
(4) 既に水利使用規則又は命令書において放流が義務付けられているもので、流量に関する具体的

数値を欠くもの。 
(5) 減水区間に係る地元市町村等との合意等により、発電水利使用者が運用により放流を行い、又

は行おうとしているもの。 
二．通達記の二．について 

(1) 河川維持流量の大きさについては、発電取水口等における集水面積100km2 当り概ね 
  0.1～0.3m3/s 程度とするものとする。ただし、上記一．(5)に該当する場合等において、 
  河川管理者が当該流量以下でやむを得ないと認めたとき又は当該流量以上必要があると 
  認めたときには、これによらないことができるものとする。 

(2) 河川維持流量は、原則として年間を通じて同量を確保するものとするが、豪雪地又は 
寒冷地の冬期間等当該地方の状況により特別の事情が存する場合には、これによらない 
ことができるものとする。 

(3) 上記一．(1)に該当する場合においては、分水を受けている水系に属する河川における水利利
用（発電に係るものを除く。）に支障をきたさない範囲で、当該発電取水口等から下流の維持
流量を確保するものとする。 

三．通達記の三．について 
  維持流量の設定又は変更に伴い、水利使用規則における常時使用水量の変更を行うもの 

とする。 
四．その他 
  河川維持流量の設定又は変更を行うため、発電水利使用者が放流口の新設又は改築を行 
 う必要が生ずる場合においては、当該新設又は改築に要する費用が過大となることとなら 
 ないよう、河川管理者は技術的な配慮を行うものとする。 
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32%

36% 32%

平成 11 年 

清流回復発電所 
２６７発電所 

減水区間距離 
約３１００ｋｍ 

ガイドライン未処置発電所 
２３８発電所 

減水区間距離 
約３０００ｋｍ 

ガイドライン非該当発電所 
１０４６発電所 

減水区間距離 
約３４００ｋｍ 

全発電所数  ：１５５１発電所 
減水区間総距離：約９５００ｋｍ 

２－２発電ガイドライン実施状況 
平成 11 年現在において、一級河川に設置されている全１，５５１発電所による減水区間

の総延長は約９，５００ｋｍに及び、このうち、505 発電所、減水区間約 6,100ｋｍが発電

ガイドラインの対象である。 

発電の水利権の許可期間は原則３０年であるため、ガイドライン該当発電所においては

昭和６３年から平成１１年度末までに水利権更新を迎えた 267 発電所において発電ガイド

ラインに基づく河川維持流量の放流が行われ、約３，１００ｋｍの区間に河川維持流量が

流されている。 

なお、このうち、「減水区間に係る地元市町村等との合意等により、発電水利使用者が運

用により放流を行い、または行おうとしているもの。」という要件のみにより、河川維持流

量の放流を行っている事例は３０事例（清流回復区間 170km）存在する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

清流回復発電所：発電ガイドラインが適用となっている発電所のうち、平成11 年ま
でに水利権の更新の実施に合わせて維持流量を放流している発電所 
 

ガイドライン未処理発電所：発電ガイドラインが適用となっている発電所のうち、平
成 11 年までに水利権の更新時期を迎えてなく、今後、水利権の更新に合わ
せて維持流量を放流予定の発電所 
 

ガイドライン非該当発電所：発電ガイドラインが適用となっていない以下の発電所
①無水区間が生じていない発電所２４３箇所（減水区間０ｋｍ） 

   ②発電ガイドライン以外で維持流量を放流している発電所（２０３箇所、減水
区間約８００ｋｍ） 

   ③今後も放流予定のない発電所（６００箇所、減水区間２，６００ｋｍ） 
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放流前後のイメージ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

発電所

取水堰

調整水槽

減水区間発電所

取水堰

調整水槽

減水区間

放 流 前 

放 流 後 

発電所

取水堰

調整水槽

清流の復活発電所

取水堰

調整水槽

清流の復活

減 電 河川維持流量の放流 
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ガイドライン該当発電所における河川維持流量の大きさは、各発電所ごとに、減水区間

の状況を踏まえ、「動植物の保護」、「景観」、「流水の清潔な保持」等の項目のうちから、必

要な項目について具体的に検討を行い、河川管理者の承認を得て決定されることになる。

今回、平成 11 年度末までに放流された実績について調べてみると、全体の 79.4％が 0.2

～0.4 m3/ｓ/100km2 の河川維持流量を放流しており、平均は 0.309ｍ３/ｓ/100km2（単純平

均）となっている。これにより、放流前まで、洪水など許可取水量以上の大量の河川流量

が流入する時以外の年間の大部分において、取水のためのダム等の直下流に全く河川水が

流下していなかった時に比して、放流水量分、河川流量が流れるようになったことになる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
注）複数の発電所が上下流に位置して連続して発電する、いわゆるシリーズ発電になっている場合、

各発電所が発電ガイドラインに適用するかどうかの指標となる減水区間は、当該シリーズ発電を
行っている全ての発電所の減水区間の合計、流域面積は最下流に位置する発電所の流域面積をも
って判断することとしているため、流域面積が 200km2未満で発電ガイドライン対象となってい
る発電所も多数存在する。 

維持流量放流発電所の比流量と流域面積の関係
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太田川水系 芝木川第一発電所
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維持流量放流発電所の比流量と流域面積の関係
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比流量と放流ダムの件数比率の関係 
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２－３ 河川環境改善のための新たな取組み  
河川環境に対する地域の関心が高くなってきていることから、水利権更新時期の前に、

河川維持流量の放流を行ったり、一定の放流量だけではなく自然の流況変動を活かした放

流方法を取り入れるなど、新たな取り組みが始められている。 

 
１） 信濃川中流域の例 

 国土交通省信濃川工事事務所は、発電用取水で河川の流水が減水している信濃川中流域

（減水区間約 63.5km）の流量増加を図るため、水利権の更新時期を待たずに、利水者であ

る東京電力とＪＲ東日本と協議・合意を行い、平成 13年７月下旬から次頁のように試験放

流（東電は平成 22 年の水利権更新、JR は同 27 年の水利権の更新）として、河川流量の

大幅増加を図っている。 

試験放流は、雪解けや梅雨などで流量の多い時期に取水量を増やし、その分を夏場の水

温上昇期やアユ、サケの遡上など必要な時期に放流するものであり、水温等の調査をしつ

つ、その効果の検証を行っているところである。 

なお、信濃川中流域における水環境および水利用の現状をより正確に把握するとともに、水

環境と水利用の調和のための方策を検討するために、信濃川中流域水環境改善検討協議会（有

識者４名、沿川７市町村長、新潟県、長野県、国土交通省）を設置している。 
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飯山市

栄村野沢温泉村
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見
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中
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水
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間
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3.5
km 
 

当
間
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川

0

小千谷市

岩沢

千手発電所

魚
野
川

信
濃
川

飛渡川

川口町

 新 潟 県 

5 10km

津南町 中里村

十日町市

川西町

 信濃川減水区間位置図 

西大滝ダム（東京電力） 
（取水許可量:171.133m3/s） 

信濃川発電所（東京電力） 

宮中取水ダム（ＪＲ東日本） 
（取水許可量：316.96m3/s） 

千手発電所（ＪＲ東日本） 

小千谷発電所、第二小千谷発電
所（ＪＲ東日本） 

 

取水系統 
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41

宮中ダムにおける放流計画

流量

月1　　　　2　　　　3　　　　4　　　　5　　　　6　　　　7　　　　8　　　　9　　　　10　　　11　　　12

19.52m3/s

ＪＲ東日本放流量

夏場の水温上昇時期　7/20～8/31

土曜・日曜・祝日
　　　（10:00～16:00）6時間　22.65m3/s放流
平日（10:00～16:00）6時間   10.13m3/s放流

サケの遡上時期
    10/1 10:00  ～ 11/9  6:00
毎日24時間　19.52m3/s放流

10.13m3/s7m3/s

22.65m3/s

現況：7m3/s

45

西大滝ダムにおける放流計画

流量

月
1　　　　2　　　　3　　　　4　　　　5　　　　6　　　　7　　　　8　　　　9　　　　10　　　11　　　12

7.81m3/s

19.71m3/s

12.16m3/s

東京電力放流量

5.66m3/s

0.26m3/s

5.66m3/s

12.16m3/s

1/1    ～3/31　　0.26m3/s
4/1    ～5/31　　 5.66m3/s
6/1    ～7/9　　 12.16m3/s
7/10  ～9/10　   7.81m3/s
9/11  ～9/30　  12.16m3/s
10/1  ～11/10　19.71m3/s
11/11～11/30　  5.66m3/s
12/1  ～12/31　  0.26m3/s

現況：0.26m3/s
ゲート開度

5㎝

ゲート開度
11㎝

ゲート開度
7㎝

ゲート開度
11㎝

ゲート開度
18㎝

ゲート開度
5㎝
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撮影：H13.7.17 宮野原橋地点 ダム放流量0.3m3/s 

回 復 前 

清流回復後 

撮影：H13.7.20 宮野原橋地点 ダム放流量21.4m3/s 

東京電力 西大滝ダムにおける清流回復状況 
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新聞記事（平成 13 年 10月 30 日 十日町新聞） 



 13

下小鳥発電所位置図 

２）神通川水系小鳥川（下小鳥発電所）の例 

・下小鳥発電所は、昭和 48 年 5 月に完成した下小鳥ダムを水源として、関西電力（株）が

発電を行っているダム水路式の発電所である。 

・地元から減水区間の清流回復について強い要望が出ており、平成 14年から、我が国では

初めてとなる定率による維持流量を設定し、自然に近い流況に改善している。 

・放流方法は、下小鳥ダム下流においては、6 月～9 月の期間に下小鳥ダムからの定量放流

（0.611m3/s）の他に、月ヶ瀬取水堰から流入量の約５割の定率の維持流量の放流が行わ

れている。 

新潟県

岐阜県
長野県福井県

石川県
富山県

神
通
川下小鳥発電所

新潟県

岐阜県
長野県福井県

石川県
富山県

神
通
川下小鳥発電所

河川名：神通川水系小鳥川
流域面積：１８６．１ｋｍ２
最大使用水量：６５．０ｍ３/ｓ
最大出力：１４２，０００ｋｗ
減水区間：１７．７２ｋｍ

下小鳥発電所

下朝川原谷

下朝川原取水堰堤

減水区間
１．８３㎞

使用水量：６５．０ｍ3/s
最大出力：142,000kW

小
鳥
川

減水区間
１２．６㎞

副ダム

維持流量
放流設備

金山谷川

月ヶ瀬谷

減水区間
１．３２㎞

（新設）

減水区間
１．９７㎞

放流設備
（既設）

千野谷取水堰堤

天生谷取水堰堤

楢洞谷取水堰堤

月ヶ瀬谷取水堰堤
取水量：０．６３ｍ3/s

ＣＡ：３．７ｋ㎡

下小鳥ダム
取水量：６５．００ｍ3/s

ＣＡ：１６１．７ｋ㎡

河川名：神通川水系小鳥川
流域面積：１８６．１ｋｍ２
最大使用水量：６５．０ｍ３/ｓ
最大出力：１４２，０００ｋｗ
減水区間：１７．７２ｋｍ

下小鳥発電所

下朝川原谷

下朝川原取水堰堤

減水区間
１．８３㎞

使用水量：６５．０ｍ3/s
最大出力：142,000kW

小
鳥
川

減水区間
１２．６㎞

副ダム

維持流量
放流設備

金山谷川

月ヶ瀬谷

減水区間
１．３２㎞

（新設）

減水区間
１．９７㎞

放流設備
（既設）

千野谷取水堰堤

天生谷取水堰堤

楢洞谷取水堰堤

月ヶ瀬谷取水堰堤
取水量：０．６３ｍ3/s

ＣＡ：３．７ｋ㎡

下小鳥ダム
取水量：６５．００ｍ3/s

ＣＡ：１６１．７ｋ㎡

下小鳥発電所

下朝川原谷

下朝川原取水堰堤

減水区間
１．８３㎞

使用水量：６５．０ｍ3/s
最大出力：142,000kW

小
鳥
川

減水区間
１２．６㎞

副ダム

維持流量
放流設備

金山谷川

月ヶ瀬谷

減水区間
１．３２㎞

（新設）

減水区間
１．９７㎞

放流設備
（既設）

千野谷取水堰堤

天生谷取水堰堤

楢洞谷取水堰堤

月ヶ瀬谷取水堰堤
取水量：０．６３ｍ3/s

ＣＡ：３．７ｋ㎡

下小鳥発電所

下朝川原谷

下朝川原取水堰堤

減水区間
１．８３㎞

使用水量：６５．０ｍ3/s
最大出力：142,000kW

小
鳥
川

減水区間
１２．６㎞

副ダム

維持流量
放流設備

金山谷川

月ヶ瀬谷

減水区間
１．３２㎞

（新設）

減水区間
１．９７㎞

放流設備
（既設）

千野谷取水堰堤

天生谷取水堰堤

楢洞谷取水堰堤

月ヶ瀬谷取水堰堤
取水量：０．６３ｍ3/s

ＣＡ：３．７ｋ㎡

月ヶ瀬谷取水堰堤
取水量：０．６３ｍ3/s

ＣＡ：３．７ｋ㎡

下小鳥ダム
取水量：６５．００ｍ3/s

ＣＡ：１６１．７ｋ㎡

下小鳥ダム
取水量：６５．００ｍ3/s

ＣＡ：１６１．７ｋ㎡

検討区間模式図 
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 下小鳥発電所維持流量放流計画 
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第３章 アンケート調査  

 発電ガイドラインにより河川維持流量の放流を行っている発電所について、河川管理者

（該当発電所の水利権審査を所管する国の事務所）及び地元自治体（該当発電所の減水区

間に位置する地元自治体の首長など）へのアンケート調査を以下のとおり行った（参考資

料参照）。 

アンケートの概要 
 河川管理者用アンケート 地元自治体アンケート 
調査対象 
 

１級水系において発電ガイドラインにより維持流量を放流している発電所 
（平成１１年度末までに水利権更新を迎えた２６７発電所） 

調査時期 平成１４年３月 
有効回答数 
 

回答数：２３９回答  
（２４２発電所（回収率：９１％）） 
※発電所が異なっても減水区間が重な
る場合は、複数の発電所から、まとめ
て１つの回答が得られていたり、１つ
の発電所から異なる河川の状況を回
答するため、対象発電所数より回答数
が少ない。 

回答数：３１６回答 
（２３１発電所（回収率：８７％）） 
※同一発電所に対して複数の市町村が
存在するため、対象発電所数より回答
数が多い。 

主な調査内
容 

(1)維持流量の検討項目および決定根拠 
(2)維持流量放流前の状況 

①項目、②問題、③問題とした根拠、
④データの有無 

(3)維持流量放流後の状況 
①項目、②具体的変化状況、③レベル、
④変化したと判断した根拠、⑤データの
有無、⑥(2)(3)で挙げた項目以外で、改
善又は悪化が見られた事象、放流前には
想定していなかった予想外の変化 

(1) 維持流量の検討項目となった項目
について、維持流量放流前と維持流量放
流後の現在を比較した時の変化状況、そ
の他、検討項目以外で放流前後で良くな
った点 
 (2)その他悪くなった点又は改善され
ていない点 

アンケート 
対象者 

該当発電所を所轄する工事事務所やダ
ム管理所 

該当発電所の減水区間が存在する市町
村（原則として助役以上） 
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①動植物
46%

②景観
40%

③流水の清潔
の保持

3%

⑤漁業
5%

⑫その他
5%⑩観光

1%

①動植物

②景観

③流水の清潔の保持

⑤漁業

⑩観光

⑫その他

３－１ 河川維持流量の決定根拠  

河川管理者が河川維持流量を決定する上で具体的に検討した項目、並びに決定根拠  

となった項目は以下のとおりであり、「動植物」、「景観」が圧倒的に多い。 

 

維持流量を決定する上で具体的に検討した項目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

維持流量の決定根拠となった項目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３－２ 河川管理者へのアンケート結果  

・河川維持放流後の各項目の改善レベルは、①「動植物」、②「景観」では、改善されたと

評価している「１．大いに改善された」及び「２．多少改善された」の合計が約 65％以

上となっており、また、漁業についても半数以上が改善されたと受け止められている。 

・特に、河川維持流量の決定根拠で改善レベルを評価すると、「大いに改善された」、「多少

改善された」の合計が、７４％にものぼり、非常に効果を発揮していると思われている

ことが把握できた。 

・「改善された理由は、「生息環境が改善され、魚種や個体数が増えた」（同様の回答数５６ 

件）」、「河川の流量幅が増えて河川環境が改善された（同様の回答数９９件）」といった

回答が数多く寄せられた。 

⑩観光
1%

⑫その他
3%

⑤漁業
13%

③流水の清潔
の保持

9%

②景観
36%

①動植物
38%

①動植物

②景観

③流水の清潔の保持

⑤漁業

⑩観光

⑫その他
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①動植物

6.8%

22.7%

51.8%

14.5%

4.1%

②景観

0.9%

6.5%

15.9%

58.9%

17.8%

③流水の清潔の保持

11.5%

1.9%

1.9%

13.5%

48.1%

23.1%

⑤漁業

9.2%

11.8%

39.5%

23.7%

15.8%

決定根拠で改善レベルの評価
3.6%

19.0%

54.9%

17.0%

5.6%

・「流水の清潔の保持」では「変わらない」という回答が最も多くなっているが、これは「流

水の清潔の保持」が河川維持流量の決定根拠にほとんどなっておらず、したがってもと

もとある程度の流水が清潔であった事例が多いためと推測される（流水の清潔の保持が

決定根拠となっている８箇所の発電所のアンケート結果では、改善されたという回答が

６件寄せられている）。 

・また、「洪水等により濁水が長期化した」との回答が１件あったが、地元自治体からは「水

質が汚れているが放流は続けてほしい」との回答が寄せられている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 N＝回答数 

 1.大いに改善された

2.多少改善された 

3.変わらない 

4.悪化した 

5.分からない 

6.無効回答 

N=220 N=214 

N=52 
N=76 

N=306 

１発電所で、決定根拠が複数ある場合
があり、242 発電所よりも多い回答数
が得られている。 

 N＝回答数 

 1.大いに改善された

2.多少改善された 

3.変わらない 

4.悪化した 

5.分からない 

6.無効回答 

検討項目で改善レベルの評価 
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①動植物

0.3%
2.8% 7.5%

44.5%33.2%

11.6%

②景観

0.7%

1.7%

9.4%

34.4%
44.4%

9.4%

③流水の清潔の保持

4.7%

8.8%

46.6%25.0%

14.9%

⑤漁業

0.0%

8.5%

11.3%

35.2%

21.1%

23.9%

決定根拠で改善レベルを整理（地元自治体）

0.2%
2.5% 8.6%

42.7%35.0%

11.1%

３－３ 地元自治体（市町村の首長、助役、総務課、建設課）へのアンケート結果  

・維持放流後の各項目の改善レベルは、①「動植物」、②「景観」、③「流水の清潔の保持」
ともに、改善されたと評価している「１．大いに改善された」及び「２．多少改善され

た」の合計が 50％以上となった。 
・河川維持流量の決定根拠で改善レベルを評価しても、「大いに改善された」、多少改善さ
れた」の合計が 51.3％であり、上記とほとんど変化はなかった。 

・改善された理由として、「アユやヤマメの魚影が見えカジカが鳴くのも聞こえるようにな
った（同様の回答数４９件）」、「秋には紅葉と川の流れがマッチしてすばらしい渓谷に生
まれ変わった（同様の回答数６９件）」、「よどみが無くなり水はきれいになった（同様の

回答数５１件）」、また、「アユの放流が行われるようになった（同様の回答数１０件）」
等、河川環境が改善されたことを示す回答も寄せられている。 

・「流水の清潔の保持」については、河川管理者へのアンケート結果と比して、「改善され

た」という回答が数多く寄せられている。 
・「悪化した」という評価は１％以下（全項目で４件）であり、主に「河川水の冷水化」に
起因するものであったが、放流自体は続けて欲しいという要望である。 

・  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 N＝回答数 

  1.大いに改善された

2.多少改善された 

3.変わらない 

4.悪化した 

5.分からない 

6.無効回答 

N=319 N=288 

N=148 N=71 

N=443 

１発電所で、決定根拠が複数ある場合
があり、316 回答よりも多い回答数が
得られている。 

検討項目で改善レベルを整理（地元自治体） 

動植物は、1 枚の回答用紙
で、魚類や水生昆虫など生
物の種別に改善レベルを
回答したものが複数あり、
316 回答よりも多い回答数
が得られている。 
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３－４ 河川管理者と地元自治体との改善レベルに関する意識の相違  

  【河川管理者が「大いに改善された」と答えた発電所における、地元自治体の回答】 

・「河川管理者が「大いに改善された」とアンケート回答した発電所において、「動植物」、

「景観」の項目ごとに地元自治体の回答を見たところ、いずれも「大いに改善された」

が数％、「多少改善された」をあわせると半数程度、という回答であり、河川管理者と地

元自治体の意識の相違が見られた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.大いに改善された
（①動植物）

4.7%
4.7%

41.9%44.2%

4.7%

 N＝回答数 

  1.大いに改善された

2.多少改善された 

3.変わらない 

4.悪化した 

5.分からない 

6.無効回答 

N=43 

1.大いに改善された
（②景観）

3.7%
0.0%

7.4%

48.1%
33.3%

7.4% N＝54
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7%
14%3%

35%

34% 38%

59% 47%
42% 42%

4%

17%
8%

4%

2%

1%

27%

8%3% 6%

0%

25%

50%

75%

100%

0.2未満 0.2～0.3 0.3～0.4 0.4以上

（m3/s/100km2）

改
善

レ
ベ

ル
の

割
合

（%
）

大いに改善

多少改善

変わらない

悪化

無効回答

分からない

14% 15%

4%

4%

4%

38%

63%

7% 7% 7%

7%
19%

10%

1%

2%

1%

17%

28%
36%

43%37%

44% 46%
39%

2%7%

0%

25%

50%

75%

100%

0.2未満 0.2～0.4 0.4～0.6 0.6～0.8 0.8以上

（m3/s）

改
善

レ
ベ

ル
の

割
合

（%
）

大いに改善

多少改善

変わらない

分からない

無効回答

悪化

３－５  維持流量及び比流量と改善レベルの関係  

発電ガイドラインにより河川維持流量を放流する場合、放流する河川維持流量の大きさ

の設定が大きな課題となる。このため、河川維持流量の大きさと改善効果について、全国

一律の相関関係があるか確認するため、河川維持流量の決定根拠の大きな要因となってい

る「動植物」「景観」について、地元自治体のアンケート結果をもとに整理を行った。 

  結果は以下の図に示すとおりであり、河川維持流量の大きさと改善効果とが、有意な相

関関係があるものではないことが示された（参考資料）。 

 これは、河川維持流量の大きさについては、全国一律に設定するべきものではなく、    

各発電所ごとに地域の実状を踏まえながら、適切な河川維持流量が設定される必要が  

あることを示しているものと考えられる。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

N=70      N=64     N=46      N=45      N=123 

①動植物に関する地元自治体のアンケート結果（維持流量） 

N=37       N=170       N=117       N=24     

①動植物に関する地元自治体のアンケート結果（比流量） 
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9% 14%

36%
35%

41%

62%
42%

45%

41%

10%
5%

8%7%
1%

3%

1%

28%

3% 9%

0%

25%

50%

75%

100%

0.2未満 0.2～0.3 0.3～0.4 0.4以上

（m3/s/100km2）

改
善

レ
ベ

ル
の

割
合

（
%）

大いに改善

多少改善

変わらない

悪化 無効回答

分からない

分からない

23%

9%5%

32%

40%

5% 9%

5%
12%

6%

3%
3%

2%

30% 40% 40%
20%

41%

46% 40%
68%

2%6%
14%

0%

25%

50%

75%

100%

0.2未満 0.2～0.4 0.4～0.6 0.6～0.8 0.8以上

（m3/s）

改
善

レ
ベ

ル
の

割
合

（
%）

多少改善

変わらない

悪化

無効回答

分からない

大いに改善

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 N=22       N=149        N=124        N=22 

②景観に関する地元自治体のアンケート結果（維持流量） 

②景観に関する地元自治体のアンケート結果（比流量） 

N=67      N=59     N=43      N=41      N=119 
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モデルダムにおける現地調査   

４－１ 検討目的  

アンケートの判断根拠の多くは現地調査のデータに基づくものではないことから、モデ

ルダムを選定し、現地調査や水理計算等を実施して、発電ガイドラインに基づく河川維持

流量放流の効果について調査を実施した。 

 

４－２ モデルダムの概要 

 

 

４－３ 調査結果概要   

・全てのモデルダムで、ウグイ、オイカワ、アユ、ヤマメ等の多様な魚類が確認でき、流

量調査と水理計算から、河川維持流量の放流がアユ等の魚類の生息環境を改善している

ことが確認できた。これは、「地元の漁協がアユ等の放流を始めた。」などというアンケ

ート結果にも結びついている。 

・猿谷ダムや相俣ダムでは、それぞれ河川の伏流や灌漑用水の大幅な取水などにより生じ

ていた瀬切れ区間が解消されている効果が確認され、大幅な魚類の物理環境（水深、流

速）の改善効果が確認できた。 

・「景観」の評価に影響を与える河川の水面幅については、猿谷ダム及び相俣ダムの一部

区間で改善されたことが示されている。しかし、筑後川取水堰では、堰直下の区間は別

として、それ以外の区間はもともと支川流入等により水面幅がある程度確保されていた

ことから、改善効果があまり見られなかった。これは、アンケート結果にも反映してい

るものと考えられる。  

ダム名 河川名 
発電所
名 

更新前
の 

放流量
（m3/s） 

更新後の放流量
（河川維持流量）

（m3/s） 

河川維持流量
の検討項目 

 
河川維持流量の決定根拠 

相俣ダム 赤谷川 桃野 0 0.298 
（0.269m3/s 
/100km2） 

景観 
動植物（ｱﾕ） 

アユの生息に必要な水深
（30cm） 

猿谷ダム 熊野川 西吉野 
第一 

0 0.60 
（0.28m3/s 
/100km2） 

漁業、景観 
動植物（ｱﾕ） 

漁業、景観、動植物の保
護等を検討していたが、
発電電力量への影響を踏
まえ、ガイドラインの目
安となる 0.1～0.3m3/s 
/100km2 の上限値を基に
決定した。 

筑後川 
取水堰 

筑後川 小国 0 0.32 
（0.26m3/s 
/100km2） 

漁業（ｱﾕ） 
景観、動植物
（ｱﾕ） 

アユの生息条件 
・水深 20ｃｍ 
・流速 40cm/s 
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1:50,000

図 相俣ダム 調査位置図

0 1 2km

測線 3

測線 6

測線 4

測線 5

測線 8

測線 1

測線 2

赤谷川

支川

河川横断工作物

桃野発電所

相俣ダム 
（維持流量：0.298m3/s）

須川川取水堰 
（維持流量 
：0.088m3/s）

測線 7

川の流れ

須川川 

調査測線 
(流量・魚類)

導水路
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測線No 1 2 3 4 5 6 7 8
ダムからの距離（km） － 0.7 0.9 1.8 2.7 4.4 5.4 7.5

コイ 1.2
オイカワ 2.4 1.6 1.3 7.1
ウグイ 6.2 27.1 26.2 100.0 184.1 200.0 183.0
カマツカ 1.2 1.6
シマドジョウ 6.7 2.7
アユ 4.8 0.9
ヤマメ 13.0 0.5 1.7 9.3 1.2 1.6 1.3 0.9
カジカ 4.3 0.2 2.8 6.0 4.8 1.3 0.9
トウヨシノボリ 2.5 0.9 1.2 1.6

確
認
魚
種

①相俣ダムにおける魚類の分布状況および維持流量放流による流量・水深・流速・水面幅の変化 

平均流速 

（m／s） 

流量 
（m3／s） 

平均水深 
（m） 

支川合流点 支川合流点 

【ヤマメ・アユに必要な水理

条件】 

参考文献：正常流量検討に

おける魚類からみた必要流

量について（1999 年，河川

における魚類生態検討会）

 

 放流後 

放流前（推定） 

相俣ダム 

アユの生息に必要な
水深：0.30m 

アユの生息に必要な
流速：0.6m/s 

ヤマメの生息に必要
な水深：0.15m 

ヤマメの生息に必要
な流速：0.2m/s 

 ダム上流 

水面幅 
（m） 

1.0 

 

0.5 

 

0 

0.6 
 
0.4 
 
0.2 
 
0 

0.6 

0.5 

0.4 

0.3 

0.2 

0.1 

0 

20 

 

10 

 

 0 

＊魚類の数値は、体長 5cm 以上の個体の確認密度（個体数/100m2）を示す。
 調査実施日：2002 年 9 月 2～4 日 

灌漑用取水
による減水 

0km  0.7km 1.6km  3.4km  6.1km 10.5km 15.9km 23.4km  
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相俣ダム下流流況写真：河川維持流量放流前後の比較 

 

 

 

 

 

 

項目 
アンケート 
対象者 

維持流量放流前の状況 維持流量放流後の状況 
改 善 レ
ベル 

河川管理者 

ダムの完成以来、極端に流水量
が少なく、川の砂漠化ともいう
べき状態で、魚・ホタル・カジ
カがすむ環境ではなかった。 

地元の漁協がアユ等の放流を始め
た。 

多 少 改
善 さ れ
た。 

動
植
物 

市町村の 
代表 

魚といえばアイキョウとハヤ
位で、ほとんどが姿が見えなか
った。 

ここ２～３年前よりアユやヤマメ
などの魚影も見え、カジカが鳴く
のも聞こえてくる。かつての赤谷
川が蘇って来ている。 

大 い に
改 善 さ
れた。 

河川管理者 

ダムの完成以来、極端に流水量
が少なく、川の砂漠化ともいう
べき状態で、景観が悪く地元住
民が関係機関に働きかけを行
っていた。 

家族連れ等が河岸で余暇を過ごす
姿が見受けられるようになった。 

多 少 改
善 さ れ
た。 

景
観 

市町村の 
代表 

ダム放流時後は暫くの間きれ
いになっているが、その後は汚
い。ゴミも流れず困惑していま
した。 

湯宿地内は護岸整備事業が終了し
たこともあり非常に景観的にはす
ばらしく整備されている。 

多 少 改
善 さ れ
た。 

水
質 

市町村の 
代表 

水たまりができて、そこにゴミ
が溜まったりで水質が悪くな
っていました。 

水がきれいになり、飲んでも大丈
夫と思う水になりました。 

大 い に
改 善 さ
れた。 

人
と
河
川
の
豊
か
な
触
れ
合
い
確
保  

市町村の 
代表 

川に下りて遊びなど全くありませんでした。 
観光客が川に下りて水遊びをしたり、若い二人連が川辺に佇んでい
る姿や地元の子供の水遊びにも最近利用されています。 

多 少 改
善 さ れ
た。 

 

ダム下流 600～800ｍ地点 

放流後（川に流水が戻った） 
相俣ダムアンケート結果 放流前 
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図 猿谷ダム 調査位置図

0 2.5 5km

熊野川

支川

横断工作物

西吉野第一発電所

調査測線 
(流量・魚類)

導水路

測線 2

測線 3

測線 4

測線 5

測線 6

測線 7

測線 1

猿谷ダム 
（維持流量：0.600m3/s）

川の流れ

池津川 

川原樋川 

池津川取水堰 
（維持流量：0m3/s）

川原樋川取水堰 
（維持流量：0m3/s）

貯水池の水の一部は、
天辻分水トンネルに
よって紀の川水系大
和丹生川に流域変更
され、西吉野第１発電
所で利用されている。



 28

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

測線No 1 2 3 4 5 6 7
ダムからの距離（km） － 1.1 2.4 3.2 5.0 5.7 6.6

オイカワ 56.5 23.6 10.0 1.6 2.9 94.4
カワムツＢ型 12.5 13.6 46.4 29.5 29.1 12.5 29.6
タカハヤ 0.0 24.9
ウグイ 4.5 15.7 12.7 2.3 41.7 126.9 33.8
ムギツク 0.0
アユ 22.5 0.7 4.5 0.6 1.6 4.2
アマゴ 8.2 0.6 0.8
アカザ 0.9
オオクチバス 1.5
チチブ 2.1 2.7 0.8 1.9
トウヨシノボリ 52.5 10.7 0.8 144.2 11.3
カワヨシノボリ 50.0 43.6 49.1 50.4 26.0 2.8
シマヨシノボリ 3.9 6.7 9.9

確
認
魚
種

②猿谷ダムにおける魚類の分布状況および維持流量放流による流量・水深・流速・水面幅の変化 

アマゴの生息に必要
な水深：0.15m 

【アユ・アマゴに必要な水理

条件】 

参考文献：正常流量検討 

における魚類からみた必 

要流量について（1999 年，

河川における魚類生態検 

討会） 

アユの生息に必要な
流速：0.6m/s 

アマゴの生息に必要
な流速：0.3m/s 

アユの生息に必要な
水深：0.3m 

支川合流点 支川合流点 支川合流点 

猿谷ダム 

4.0 

 

2.0 

 

  0 

0.6 

0.5 

0.4 

0.3 

0.2 

0.1 

  0 

0.7 

0.6 

0.5 

0.4 

0.3 

0.2 

0.1 

  0 

20 

 

10 

 

 0 

平均流速 

（m／s） 

流量 
（m3／s） 

平均水深 
（m） 

水面幅 
（m） 

＊魚類の数値は、体長 5cm 以上の個体の確認密度（個体数/100m2）を示す。
 調査実施日：2002 年 8 月 20～22 日 

伏流区間 

 0km   1.1km  3.5km  6.7km  11.7km  17.4km  24.0km 
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 猿谷ダムアンケート結果 

項目 
アンケート
対象者 

維持流量放流前の状況 維持流量放流後の状況 
改善 
レベル 

動
植
物
・ 

漁
業 

河川管理者 

水の流れが全くない区間及び
流量がすくなく魚の生息でき
ない。 

流量が増加したことにより、アユ、
アマゴの生息が確認された又キャ
ンプ等の河川利用も多くなってい
る。 

大いに改
善 さ れ
た。 

景
観 

河川管理者 
川本来の風景が少なくなった。 キャンプ等の河川利用が多くなっ

ている。 
多少改善
された。 

人
と
河
川
の
豊
か
な

触
れ
合
い
の
確
保 

市町村の 
代表 

昔泳げた。 今は泳げない。子供が水遊びでき
る程度の水量がほしい。 

変わらな
い。 

 

猿谷ダム下流流況写真：河川維持流量放流前後の比較 
（放流後は、無水区間が解消し、流路幅も拡大した。） 

ダム下流約 800ｍ地点 

放流前 
放流後 

ダム下流約 4.8km 地点 

放流後 
放流前 
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図 筑後川取水堰 調査位置図

0 1 2km

筑後川

支川

取水堰

小国発電所

調査測線 
(流量・魚類)

導水管

測線 1

測線 2

測線 3

測線 4

測線 5

測線 6

川の流れ

樅木川 

北里川 

中原川取水堰 
（維持流量：0.10m3/s）

樅木川取水堰 
維持流量：0.07m3/s 

北里川取水堰 
維持流量：0.05m3/s 

取水堰 
維持流量：0.06m3/s 

筑後川 

中原川 

土田滝 
(落差 30m)

筑後川取水堰 

維持流量：0.32 m3/s 
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測線No 1 2 3 4 5 6
取水堰からの距離（km） － 0.7 1.8 2.5 3.7 4.2

オイカワ 1.3 3.3 1.6 1.1 0.7 5.3
カワムツB型 1.8 2.3 3.3 6.7 5.2 8.0
タカハヤ 4.0 0.1 0.3
ウグイ 2.0 9.8 4.8 5.1 2.7 1.3
ムギツク 0.5 2.3 1.9 1.3
カマツカ 0.3 3.3 0.2
コイ科 2.0 2.3 1.9 0.7 1.3
アユ 1.8 3.2 1.4 5.3
ヨシノボリ類 0.5 0.5 0.3 0.5 0.5

確
認
魚
種

 ③ 筑後川取水堰の魚類の分布状況および維持流量放流による流量・水深・流速・水面幅の変化 

放流前（推定） 

放流後 

アユの生息に必要な 
流速：0.6m/s 
（参考文献１） 
 

アユの生息に必要な 
水深：0.30m 
（参考文献１） 

【アユに必要な水理条件】 
参考文献：正常流量検討に
おける魚類からみた必要流
量について（1999 年，河川
における魚類生態検討会） 

取水堰 支川合流点 支川合流点 

ダム上流 

【アユに必要な水理条件】 

参考文献１：正常流量検討にお

ける魚類からみた必要流量に

ついて（1999 年、河川におけ

る魚類生態検討会） 

 

参考文献２：小国発電所正常流

量検討書（1993 年、九州電力

株式会社） 

アユの生息に必要な 
水深：0.20m 
（参考文献２） 
 

アユの生息に必要な 
流速：0.4m/s 
（参考文献２） 
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0.1 

  0 

平均流速 

（m／s） 

流量 
（m3／s） 

平均水深 
（m） 

水面幅 
（m） 

＊魚類の数値は、体長 5cm 以上の個体の確認密度（個体数/100m2）を示す。
 調査実施日：2002 年 8 月 27～29 日 

土田滝 

 ０ｋｍ   0.7km   2.5km  5.0km   8.7km   12.9km 
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項目 
アンケート
対象者 

維持流量放流前の状況 維持流量放流後の状況 
改 善 レ
ベル 

河川管理者 
流量が少なく、アユの遡上に困
難をきたしている。 

流量が増えたが、アユの遡上状況
はあまり変わらない。 

変 わ ら
ない 

動
植
物 市町村の 

代表 

河川水量の低下によりアユの
エサであるコケ類が育たず、ア
ユの生息に大きな影響を与え
ていた。 

放流による水量の変化はあまり見
受けられず環境面でもあまり変化
はない。 

変 わ ら
ない 

河川管理者 

流量が減り川幅が狭くなった
り、見た目ではほとんど流れを
確認できない止水域が増え、川
本来の風景が少なかった。 

流量が従前より増加し、止水域の
箇所が若干減った。 

多 少 改
善 さ れ
た。 

景
観 

市町村の 
代表 

あまり大きな変化が見られない。
放流量を現在よりも増やす事で景
観が良くなるのではないか。 
 

変 わ ら
ない 

  

取水による水量の低下により、
河床が現れゴミ等が目立ち景
観的も良くない状況にあった。 

  

小国発電所筑後川取水堰下流流況写真：河川維持流量放流前後の比較 
（放流後は、流水に白波がたち、流量感がある。） 

 取水堰から下流側を望む 

放流前 放流後 

放流前 放流後 

下流側から取水堰を望む 

筑後川取水堰アンケート結果 
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第５章 まとめと課題  

５－１ まとめ   

①河川維持流量の放流量の決定においては、特に動植物、景観が決定根拠となっていることが

多い。 

②アンケート結果から、河川維持流量を新たに放流することにより、河川環境が「改善された」、

「少し改善された」という評価が、「河川管理者」及び「地元自治体」からの回答の半数以

上に上り、本政策に関する良好な評価結果が得られた。 

③モデルダムにおける調査においては、調査を行った３ダムともに多様な魚類相が確認され、

魚類にとっての物理環境や景観環境の改善効果が確認できた。また、アンケート結果におい

ても、改善されたとの評価を受けているなか、アユの放流が始まったというような効果も示

されている。 

④河川管理者と地元自治体では、改善効果の評価に若干異なる傾向が見られた。 

⑤極めて少数ではあるが、河川維持流量の放流を行うことにより「河川水の冷水化」や「濁水

の長期化」が生じ河川環境が悪化したという意見があったが、河川維持流量の放流自体につ

いては継続の要望意見であった。 

 

５－２ 課題 ～さらなる効果的な政策を目指して～   

以上の結果を踏まえ、本施策の課題は以下のとおりと考えられる。 

 ①適正な河川維持流量の設定 

   河川維持流量の設定については、引続き河川や地域の事情を十分に把握して適正な  

流量を定めていく。 

 ②無水区間解消の促進 

   河川維持流量の放流により河川環境が改善されたとされる意見が多かったことか 

ら、引続きガイドライン該当発電所において、水利権更新にあわせて河川維持流量の

放流が行われるよう努めていく。 

   また、それ以外の発電所においても、地域自治体と発電事業者の合意により河川維  

持流量の放流が行われている事例があることも踏まえ、地元自治体から河川維持流量  

の放流に関する要望がある場合等においては、できるだけ、協議会の設置などにより  

検討が行われ、河川維持流量の放流について発電事業者の理解と協力が得られるよう  

努めていく。 

 ③流況の改善を目指した放流パターンの検討 

   一定量の放流では、河川に撹乱が起こらず、生物の多様性を阻害している一因とな  

っているという指摘もある。可能であれば、流況の改善を図るために、最近の事例に  

も見られるような、季節により放流量を増減させたり、フラッシュ放流を実施したり  

する等の放流方法の検討にも努めていく。 

 ④事前調査の実施 

   放流による改善効果を把握するため、代表的な河川において、放流前の河川の物理環境

や生物の生育・生息状況についても十分調査・把握し、定量的に河川維持放流量の改善効

果を評価できるよう努めていく。                      以 上 
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発電ガイドライン適用前後の減水区間の状況に関すアンケート 

＝ 河川管理者用 ＝ 

 

アンケートの目的 

 
ダムをはじめとした発電取水施設の下流では、流量が著しく減少しているためにさま

ざまな問題が生じていた可能性がありますが、昭和 63 年より施行されている発電ガイ
ドライン（以下、ガイドライン）を適用し、維持流量が確保されたことにより、それら
が改善されていることが期待できます。本アンケートは、維持流量確保によってもたら
された効果をお教えいただくことを目的としています。 

 
具体的には、「正常流量検討の手引き（案）」（平成１３年７月、国土交通省河川局）

では、流水の正常な機能を維持するために必要な流量（正常流量）の設定にあたって、
①動植物の生息地又は生育地の状況、②景観、③流水の清潔の保持、④舟運、⑤漁業、
⑥塩害の防止、⑦河口の閉塞の防止、⑧河川管理施設の保護、⑨地下水位の維持、⑩観
光、⑪人と河川との豊かな触れ合いの確保等を総合的に考慮することとされ、ガイドラ
イン適用による維持流量の放流の結果、これらの項目のいずれかが改善されたことが想
定されます。 
つきましては、次頁以降の添付資料を参考のうえ、アンケートにお答え下さいますよ

うよろしくお願い致します。 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料－１ 
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インパクト 

想定される
環境の状況 

少ない流量 遅い流速 

瀬切れ区間、又は水深が浅く魚
類の移動困難な箇所の出現 

よ ど み
の出現 

シ ル ト
の堆積 

夏 季 の 水
温上昇・冬
季の凍結 

① 魚類の種数減少、生息個体数の減少 
例）○魚類が遡上できない。（例えばアユの好む流速 40～60cm/s に

足らず、アユが遡上しない等） 
   ○流況が減少し、止水性の魚類のみの生息。 
   ○夏季に水温が高くなり、サケ科魚類が生息できない。 

② 川なのに止水性の底生動物が多い。 
例）ユスリカやイトミミズが増えた。 

③ 付着藻類 
例）藻類の更新がなされずアオミドロ等が異常発生している。 

④ 景観 
例）川の流れが途切れる箇所がある。 

⑤ 水質 
例）ＢＯＤが環境基準値を超過している。 

⑥ 人と自然との触れ合い活動 
例）流量が少なく船下り等に支障が生じる。 

⑦ その他 
   例）よどみで藻類等が腐敗し、夏季に悪臭が発生する。 

例）藻類の上にシルトが堆積し、生育阻害となる。 
 

早 瀬 の 減
少 

ガイドライン適用 

瀬切れ区間、又は水深が浅く魚
類の移動困難な箇所の減少 

よ ど み の
減少 
＝ 川 の 流
れ回復 

夏 季 の 水
温 上 昇 抑
制・冬季の
凍結防止 

早 瀬 の 増
加 

シ ル ト
の除去 

期待される
環境の変化 

① 魚類の種数、生息個体数の増加 
例）魚類が遡上し、堰堤直下でも魚類がみらえるようなった。 

   止水性の魚類の他、ヤマメが生息するようになった。 
アユの好む流速 40～60cm/s の範囲が増え、アユが生息。 

② 底生動物 
例）瀬が増え、水性の底生動物のほか、カゲロウなども確認できた。

③ 付着藻類 
例）藻類の更新が促進され、アユの餌となる珪藻類が増えた。 

④ 景観 
例）川の流れが連続感、水量感があり川らしくなった。 

⑤ 水質 
例）ＢＯＤが環境基準値を満足 

⑥ 人と自然との触れ合い活動 
例）流量が増え、船下り等のできる期間が増えた。 

⑦ その他 
   例）夏季に発生していた悪臭が減った。 
   例）藻類の上のシルトの堆積が減った。 

想定される
河川環境上
の問題点 



 ４

 

ガイドライン適用前に問題となっていた事項、およびガイドライン適用により解決し
たあるいは解決していない事項をお答え下さい。 
ガイドライン適用前が不明な場合は、回答欄に「－」と記入してください。 
 
(1)維持流量の検討項目および決定根拠 

維持流量の決定の際に検討の対象とした項目を○で囲んでください。なお複数要
素を検討した場合は、その項目全てをお答えください。また、そのうち維持流量の
決定項目については赤色で囲んでください。 
 

(2)維持流量放流前（ガイドライン適用前）の状況について 
(1)で選択した項目毎に、維持流量放流前の状況について、前ページの例のよう

になるべく具体的に記入下さい。また、その判断根拠をお答え下さい。 
その例としては、以下のような場合が想定できます。 

・ 地元住民からの要望 
いつ頃、誰から、どのようなことを言われたのか。また、地元マスコミの反
応について新聞記事等があれば別途添付してください。 

・ 現地確認・現地の状況写真から判断。 
・ 調査データから判断 

どのような調査データを元に判断したのか。調査項目、調査結果等について
具体的に記入ください。 
なお動植物、景観、水質、漁獲高に関するデータの有無は、問題になって

いる、いないをかかわらず必ず所定欄にご記入ください。（データが有る場合
は○、無い場合は×を記入してください。） 

 
(3)維持流量放流後（ガイドライン適用後）の状況について 

(2)であげた内容で、維持流量放流による河川環境の変化の状況を具体的にお教
えください。またその変化の程度を以下の凡例を参考にお教えください。 

１：大いに改善された    ２：多少改善された    

３：変わらない    ４：悪化した 
 
上記のように判断した根拠（地元の評価・新聞記事等、写真、調査データ等）に

ついてもお教えください。 
なお動植物、景観、水質、漁獲高に関するデータの有無は、問題になっている、

いないをかかわらず必ず所定欄にご明記ください。（データが有る場合は○、無い
場合は×を記入してください。） 
 
また、上記(2) (3)で挙げた項目以外に維持流量放流後に改善又は悪化等の変化

がみられた事象、および、放流前に想定していなかった予想外の変化があった場合
は、その内容を具体的にお教えください。 
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(4)範囲 

(2)(3)で記入いただいた項目について、地形図等に範囲や箇所を記載下さい。そ
の場合、取水施設の位置との関係が判るようにお願い致します。詳しくは別添資料
を参照してください。 
（基本的に１／５万サイズ程度の地形図への記入をお願いします。ただし、１／
５万サイズの地形図に範囲・箇所等が入らない場合はＡ３程度に収まるポンチ
絵（関係地点、河川、施設等が明記されたもの）を作成していただくことでも
結構です。） 

  
(5)費用 

放流設備：ガイドライン適用に伴い放流設備を改良、新設した場合はその施設名と
概算費用（単位：百万円）をお教え下さい。 

代替施設（水源確保、代替発電所）：ガイドライン適用に伴い新たに水源を確保し

たり、代替発電所を新設するなどした場合は、その施設名とそれに要し
た概算費用（単位：百万円）をお教え下さい。 
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「河川環境に関するアンケート」について 

＝ 地元市町村用 ＝ 

 

アンケートの趣旨 

 
河川名・取水施設（発電所名）の下流では、発電のための取水により水量が著しく減

少し、さまざまな問題が生じていた可能性があります。しかし１９○○年より発電ガイ
ドラインの適用により下流に一定量の水を放流（＝維持流量放流）を行っており、１９
○○年以降からの放流により、私共は○○川の河川環境がいくらか変化したのではない
かと考えています。本アンケートは、１９○○年以降の維持流量放流によってもたらさ

れた河川環境の変化をお教えいただくことを目的としています。 
 

具体的には１９○○年以降の（取水施設）からの維持流量放流により、変化したと思
われる河川環境について放流以前と放流以後を比較し、その状況をお聞きしたいと思っ
ております。次頁以降を参考にし、お答え下さいますようお願い致します。 

 
本アンケートの質問・問い合わせ先は以下のとおりです。 

 
 
 
 
 
 
 
 

※アンケートの回答につきましては当方から直接受け取りに参ります。 

問い合わせ先：○○工事事務所 氏名：○○ 
  TEL 
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（１）       川について維持流量放流前（１９   年以前）と維持流量放流後
の現在の河川環境を比較して、その変化状況を以下の項目に沿ってお答えください。 

①        について維持流量放流前の状況と維持流量放流量後の現在の状況
をお聞かせください。 

②        について維持流量放流前の状況と維持流量放流量後の現在の状況
をお聞かせください。 

③        について維持流量放流前の状況と維持流量放流量後の現在の状況
をお聞かせください。 

④        について維持流量放流前の状況と維持流量放流量後の現在の状況
をお聞かせください。 

⑤        について維持流量放流前の状況と維持流量放流量後の現在の状況
をお聞かせください。 

 
また上記各項目毎に状況の変化の程度を分類欄に記入してください。なお、分類は下

記凡例をご参照ください。 
 

１：大いに改善された(満足している) ２：多少改善された(もう少し必要) 
３：変わらない(まだまだ不満である) ４：悪化した 

 
（＊なお上記質問について維持流量放流以前の状況が分からない方は、現在の状況のみ

ご記入ください。） 
 
⑥上記①～③以外で河川環境が維持流量放流前と比べて維持流量放流量後に良くなっ
た点があれば、それについて維持流量放流前後の状況をお聞かせください。 

 
また上記⑥でお答えいただいた点について良くなった程度を分類欄に記入してくだ

さい。なお分類は下記のいずれかをご記入ください。 
 
１：大いに改善された(満足している) ２：多少改善された(もう少し必要) 

 
（２）その他悪くなった点、改善されていない点等があればお教えください。また○○川

の河川環境について自由に意見をご記入下さい。 
 

以上です。ご協力ありがとうございました。 
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地方整備局  水系名  河川名  

発電所名  ガイドライン更新年月  

減水区間距

離  
 ガイドライン該当項目                    

国立・国定公園名     （公園名は該当する場合のみご記入ください） 

 

 

 

 

 

 

 

記入凡例        ・・ダム      ・・発電所       ・・減水区間 

          

・・アンケートでお答え頂いた事象に関する

該当箇所（項目番号を丸数字で記入） 

 

・・国立・国定公園地域 

№ 

① 

③ 

③ 

②

（４）図面例 
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河川維持流量と改善度の相関について 

１．解析方法 

地元自治体の意見に関して、流量と改善度の関連を解析した。流量は、それぞれのダムで流した維持

流量の絶対値と流域面積を考慮した比流量（100km2 あたりの維持流量）の２つの変数をとった。 

改善度は、アンケート結果の、「大いに改善した」「多少改善した」「変わらない」「悪化した」に対し

て、それぞれ「１，２，３，４」の順位をつけ、「不明」や「無回答」は除外して解析した。 

流量が増えると、改善度が上がる（あるいは下がる）傾向があるかどうかをスピアマンの順位相関に

よって検定した（有意水準は５％とした）。ただし、今回は探索的な解析であり、多重性の考慮はしな

かった。統計解析には、StatView のソフトウェアを用いた。 

 

２．解析結果 

ケース 検討項目 変数 ρ（スピアマンの

順位相関係数） 

ｐ（危険率） 

１ 動植物 維 持 流

量 

０．１９ ０．７４４ 

２ 動植物 比流量 ０．４１ ０．４７９ 

３ 景観 維 持 流

量 

０．１０ ０．０９４ 

４ 景観 比流量 ０．０１ ０．８２１ 

※ρ（スピアマンの順位相関係数）がプラスだと維持流量や比流量が多くなるほど改善度が低く、マイナ

スだと改善度が高いことを意味する。 

有意水準を５％とすると、ｐ（危険率）が０．０５より小さくなるケースは無く、流量と改善度

の相関は低いと思われる。 

 
 

資料－２ 
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地元自治体・動植物・比流量

1

2

3

4

0.0 0.2 0.4 0.6 0.8 1.0

比流量（ｍ３/ｓ/１００ｋｍ ２）

大いに改善

多少改善

変わらない

悪化した

地元自治体・動植物・維持流量

1

2

3

4

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0

維持流量（ｍ３/ｓ）

大いに改善

多少改善

変わらない

悪化した

 

 

 
 

動植物に関する地元自治体のアンケート結果（比流量）

動植物に関する地元自治体のアンケート結果（維持流量）
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地元自治体・景観・比流量

1

2

3

4

0.0 0.2 0.4 0.6 0.8 1.0

比流量（ｍ３/ｓ/１００ｋｍ ２）

大いに改善

多少改善

変わらない

悪化した

地元自治体・景観・維持流量

1

2

3

4

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0

維持流量（ｍ３/ｓ）

大いに改善

多少改善

変わらない

悪化した

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

景観に関する地元自治体のアンケート結果（維持流量） 

景観に関する地元自治体のアンケート結果（比流量）
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資料－３  

プログラム評価書 添付議事録  

 

 

○第１回委員会（Ｈ１４．３．２９）  

（資料説明）  

  ・プログラム評価の趣旨説明  

  ・第一次アンケートの概要説明  

  ・第二次アンケートの概要など，今後の調査フローを説明  

（委員からの意見の概要）  

  ・アンケートはサンプル数を大きくとるべきなので、対象を絞り込んでいる二次アンケー

トを行う必要性はないのではないか。  

・二次アンケートを出すのであるならば，問題点を絞りこむため、各調査対象区間ごとに

現況マップを作成した上で，アンケートを行う必要があるのではないか。  

 

 

○第２回委員会（Ｈ１４．１１．２１） 

（資料説明）  

  ・第一次アンケート結果の説明  

  ・モデルダムにおける調査結果の説明  

（委員からの意見の概要）  

  ・維持流量の満足度の精度の評価は難しいが，比流量の大きさと満足度で相関があるかど

うか確かめてみたらどうか。  

  ・モデルダムの調査では，事前と事後の写真で比較してみる方法もあるのではないか。  

  ・モデルダムの地元に「川を美しくする会」などがあれば、アンケートを取ってみるのも

一つの方法ではないか。  

  ・維持流量を放流する前の調査を行い，維持流量放流後と比較することを今後積み重ねて、

放流量の大きさが妥当かどうか十分議論できるようにしていくべき。  

  ・維持流量を放流した場合に，限られた箇所だけれども、濁りとか水温の問題があるとい

う箇所もあるということだが、それらの問題は将来的に解決していかなければいけない問

題だが，それよりもまず最低限の水を下流に放流することが大事だという声は良く聞く。 

  ・３月までにはもう一度，委員会を開いて議論したい。  
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○第３回委員会（Ｈ１５．２．１８） 

（資料説明）  

  ・プログラム評価書 (案)の説明  

（委員からの意見の概要）  

  ・評価書には、維持流量の放流効果に関する新聞記事をもっと掲載したらどうか．またア

ンケート用紙なども参考資料に添付すべきではないか．  

・比流量が大きいほど改善されたという割合が低くなる場合があるが，これは、もともと

環境条件がよかったため、多くの比流量を流してもあまり評価されないという理解すれば

よいか。  

・アンケートの改善効果の回答は，「大いに改善された」と「多少改善された」はそれほ

ど違いがハッキリしないため，同一区分で整理したらどうか。  

・維持流量の検討項目に入っていない項目が実際には評価されていることもあるので、そ

ういったことも記述すべきではないか。  

・ガイドライン非該当発電所についても，維持流量の放流に関するニーズがあり、放流し

た事例もあるので，今後の課題としてできるだけ取り組むという方向で検討してほしい。 

  ・放流量と改善レベルの相関関係のグラフ，分析は，代表的なもので整理すればよいので

はないか．  

 

 

 

 


